他機関ビームライン取扱要領
　（目的）

第１条　本要領は、佐賀県立九州シンクロトロン光研究センター管理規程（以下「管理規程」という。）に定めるもののほか、他機関ビームライン（挿入光源等ビームラインに付属する装置一式を含む。以下同じ。）の取扱いについて、必要な事項を定めることを目的とする。

　（基本方針）

第２条　九州シンクロトロン光研究センター（以下「研究センター」という。）における他機関ビームライン設置については、公平な提案機会の確保の観点から、対外的に広く公募するとともに、公募に当たって研究分野や受付期間の限定は行わないものとする。
２　他機関ビームラインの設置者は、整備運用に当たって、研究センターが定める諸規程及び関係法令を遵守するとともに、事故時の対応を含む安全及び管理のために研究センター職員が行う指示に従うものとする。

３　他機関ビームラインの設置者は、整備運用に当たって、研究センターの管理運営及び各装置の性能、あるいは他の利用者の利用に影響を及ぼしてはならない。

　（設置計画書）

第３条　研究センター内に、他機関ビームラインを設置しようとする者は、別紙様式１に定める他機関ビームライン設置計画書を研究センター所長あて提出しなければならない。
２　研究センター所長は、研究センターの管理運営上必要と認めるときは、計画内容の一部変更を求めることができる。

３　研究センター所長は、設置計画書を受理した日から原則として３か月以内に、計画承認の可否について申請者あて通知するものとする。
４　研究センター所長は、計画承認の可否の判断に当たって、必要に応じ外部有識者等の意見を聞くことがある。

　（承認の基準）

第４条　前条の計画承認は、次に掲げる基準に基づき行う。

　一　佐賀県立九州シンクロトロン光研究センター条例に定める研究センターの設置趣旨に合致すること。

　二　他機関ビームラインの設置に関し、技術、利用、維持管理、安全管理、予算等について、実現可能性が担保されたものであること。

　三　研究センターの施設及び運営並びに他の利用者の利用に支障がないこと。
　四　実験内容の安全性に問題がないこと。

　五　その他利用計画が公序良俗に反しないこと。
　（承認の条件）

第５条　研究センター所長は、第３条の計画承認に当たって、次の各号に掲げる条件を付するものとする。ただし、研究センター所長が特に認めた場合は、その一部を免除することができる。
　一　研究センターの施設設備の維持管理、他ユーザーの利用に支障が生じないよう工事施行計画を策定すること。
　二　災害等に備え、緊急時連絡体制及び対応を定めること。

　三　他機関ビームラインの消費電力を明らかにする子メーターを自己の負担で設置すること。

　四　他機関ビームラインの設置計画を変更又は中止しようとする場合は、速やかに届け出ること。

　五　他機関ビームラインの設置に関する権利を第三者に譲渡してはならない。

　六　その他、他機関ビームラインの設置及び運用に当たっては、研究センターとあらかじめ協議を行うとともに、研究センターの諸規程及び研究センター職員の指示に従うこと。

　七　研究センター所長は、次の事項に該当したときは、第３条の承認を取り消すことができる。

　　ア　前各号に定める条件に違反したとき。

　　イ　他機関ビームラインの設置計画を長期間にわたり放棄したとき。
　　ウ　その他研究センターの管理運営に著しい障害を与える恐れがあるとき。

　（ビームタイムの供出）

第６条　研究センター所長は、前条の条件のほか、必要に応じ当該他機関ビームラインのビームタイムの一定割合を研究センターへ供出するよう、設置者に対し求めることができる。

２　前項の場合の供出割合その他必要な事項は、両者協議の上別に定める。

　（管理責任）

第７条　他機関ビームラインの設置及び運営に関する管理責任は、設置者が負うものとする。ただし、蓄積リング室内に係る維持管理は、研究センター職員の指示に従わなければならない。
　（費用負担）

第８条　他機関ビームラインの設置に係る経費については、原則として原因者負担とする。

　（賠償責任）

第９条　設置者が故意又は重大な過失により研究センターの施設及び設備に損害を与えたときは、損害の全部又は一部を賠償するものとする。

　（施設利用申込）

第１０条　第３条の計画承認を受けた者は、原則として承認の日から２年以内に管理規程に基づく施設利用申込を行わなければならない。

　（原子力規制委員会の許可）

第１１条　研究センター所長は、前条の申込があった場合、速やかに放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律（以下「法」という。）第１０条の規定に基づく原子力規制委員会の変更許可を得るものとする。

２　前条の申込を行った者は、前項の変更許可に係る事務手続きに協力しなければならない。

３　研究センター所長は、第１項の変更許可に要する申請手数料の全部又は一部を前条の申込者から徴することができる。

　（設置契約）

第１２条　研究センター所長は、前条の原子力規制委員会の許可を受けた後、速やかに第１０条の申込に関し、他機関ビームライン設置契約を締結するよう措置するものとする。
２　前項の設置契約の契約期間は、原則として次条に定める工事着手承認日から起算して５年間以内とする。ただし、設置者が期間満了の１年前までに契約更新の申し出をし、研究センター所長が客観的評価に基づき適当と認めた場合には、契約を更新することができる。
３　前項ただし書きの評価は、当契約期間の利用実績及び延長期間の実行計画について、必要に応じ外部有識者等の意見を聞いて行うものとし、設置者はそれに協力しなければならない。

４　設置契約書は、別紙様式２を標準とする。ただし、両者協議の上、その一部を修正、削除又は追加することができる。
　（設置工事）

第１３条　設置者は、前条の設置契約締結後、設置工事に着手しようとするときは、別紙様式３の工事着手承認願を提出し、研究センター所長の承認を得なければならない。

２　工事の実施に当たっては、研究センターの維持管理に支障のないよう研究センター職員と緊密に連携して行うものとする。

３　設置者は、工事期間中、四半期ごとに工事の進捗状況を研究センターへ報告しなければならない。

４　前項の規定のほか、研究センター所長は、工事期間中、必要に応じ、工事の進捗状況等の報告を求めることができる。

５　工事が竣工した際は、速やかに別紙様式４の竣工届を提出しなければならない。

　（竣工検査）

第１４条　研究センター所長は、前条第４項の竣工届を受理したときは、速やかに竣工検査を行うものとする。

　（施設検査）
第１５条　研究センター所長は、前条の検査により竣工を認めた場合、速やかに法第１２条の８の規定に基づく施設検査を受検するよう措置しなければならない。
２　設置者は、前項の施設検査に協力しなければならない。

３　研究センター所長は、第１項の施設検査に要する経費の一部又は全部を設置者から徴することができる。
　（利用契約）

第１６条　前条の施設検査に合格したとき、研究センター所長は、速やかに他機関ビームライン利用契約を締結するよう措置するものとする。

２　前項の利用契約の契約期間は、契約締結の日から設置契約の契約期間満了の日までとする。

３　利用契約書は、別紙様式５を標準とする。ただし、両者協議の上、その一部を修正、削除又は追加することができる。

　（利用計画書）
第１７条　設置者は、他機関ビームラインの利用に当たって、次の各号に定める利用計画書を利用開始日の２週間前までに、それぞれ研究センターへ提出しなければならない。

　一　利用計画書（期別）
　　　研究センターが定める運転計画に従い、研究センターが定める期ごとに、利用目的、利用研究概要、利用スケジュール等を記した利用計画書（期別）を提出しなければならない。なお、利用計画書（期別）は別紙様式６を標準とする。ただし、両者協議のうえ、その一部を修正、削除又は追加することができる。
　二　利用計画書（課題別）
　　　前号の利用計画書（期別）に従って計画される各課題別の利用計画書（課題別）は、別紙様式７を標準とする。ただし、両者協議のうえ、その一部を修正、削除又は追加することができる。
２　研究センター所長は、前項の利用計画書に関し安全審査を行い、必要と認めたときは、その変更を求めることができる。
　（利用報告書）

第１８条　設置者は、前条第１項の利用計画書に基づき利用したときは、次の各号に定める利用報告書を提出しなければならない。

　一　利用報告書（期別）

　　　前条第１項第一号の期終了後６０日以内に、当該期の利用実績を記した利用報告書（期別）を提出しなければならない。なお、利用報告書は別紙様式８を標準とするが、両者協議のうえ、その一部を修正、削除又は追加することができる。

　二　利用報告書（課題別）

　　　前条第１項第二号の各課題実施後６０日以内に、課題名、実施期間、実験責任者及び実験参加者、目的と概要、実験結果等を記した利用報告書（課題別）を提出しなければならない。なお、利用報告書は別紙様式９を標準とするが、両者協議のうえ、その一部を修正、削除又は追加することができる。
２　管理規程に定める一般利用（企業）に供する他機関ビームラインにあっては、第１項第二号の規定を適用しない。
　（秘密保持）

第１９条　研究センターは、他機関ビームラインの設置にあたり知り得た相手方の営業上、技術上の情報について厳重に保持し、事前の相手方の承諾なしにこれを第三者へ公開又は漏洩してはならない。ただし、次に掲げるものを除く。

一 既に公知のもの及びお互いの責に帰せられない事由により公知となったもの。

二 知り得た時点において、既に保有していたもの。

三 正当な権限を有する第三者から取得したもの。

四 法令又は官公庁の命令に従って開示を義務付けられたもの。

　（知的財産等の取扱い）

第２０条　他機関ビームラインの利用に伴い発生した特許等の知的財産権については、原則として設置者に帰属する。ただし、あらかじめ協議の上別の定めをした場合にはこの限りでない。

　（利用料金）

第２１条　設置者は、管理規程に定める利用料金を支払わなければならない。

　（改造及び撤去）

第２２条　設置者は、他機関ビームラインを改造又は撤去しようとする場合、あらかじめ研究センター所長に改造計画書又は撤去計画書を提出し、承認を得なければならない。
２　前項の改造又は撤去に当たっては、第３条から第５条まで、第８条、第１０条、第１１条、第１３条及び第１４条の規定を準用する。

　（勧告）
第２３条　研究センター所長は、研究センターの管理運営上特段の支障があると認める場合は、第１２条の契約期間であっても、他機関ビームラインの改造又は撤去に関する勧告を行うことができる。

２　設置者は、前項の勧告を受けた場合、速やかに研究センターと協議しなければならない。

　（補則）

第２４条　この要領に定めるもののほか、他機関ビームラインの取扱いに関し必要な事項は別に定める。

　　附　則

１　この要領は、平成19年2月14日から施行する。

２　この要領の施行の際、現に存する他機関ビームラインについては、第３条の計画承認を得たものと見なし、速やかに設置契約及び利用契約を締結するものとする。
附　則

この要領は、平成21年11月16日から施行する。

　附　則

この要領は、平成23年10月6日から施行する。

附　則

この要領は、平成24年4月1日から施行する。
　
附　則

この要領は、平成28年8月1日から施行する。
（別紙様式１）

他機関ビームライン設置計画書

　年　　月　日　

　九州シンクロトロン光研究センター所長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　属

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職・氏名　（自署又は記名押印）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（連絡先）

　貴センター内に、下記のとおり他機関ビームラインを設置したいので、関係書類を添付して計画書を提出します。

記

１　設置の目的（運用方針、利用法など、具体的に記入してください。）

２　設置工事開始希望期日及び整備スケジュール

３　ビームラインの概要

1 ビームラインの名称

2 設置希望場所（場所、延長、設置機器の配置計画等を明記した平面図を添付してください。）

3 エネルギー範囲等
4 装置構成の概要（概念図を添付してください。）

5 必要な光源の要件（光の特性等）

6 安全性に関する事項（化学薬品、レーザー、高圧ガス等安全に関わる全ての事項を具体的に記入し、使用する薬品の一覧表等必要な書類を添付してください。）

7 その他特記事項（必要な電気容量等を含む。）
４　その他
（別紙様式２）

他機関ビームライン設置契約書

　公益財団法人佐賀県地域産業支援センター（以下「甲」という。）と○○（以下「乙」という。）は、甲が管理運営する佐賀県立九州シンクロトロン光研究センター（以下「研究センター」という。）内に乙が設置する他機関ビームライン（挿入光源等のビームラインに付属する装置一式を含む。以下「他機関BL」という。）に関して、次のとおり契約を締結する。
　（基本方針）

第１条　乙は、他機関BLの設置運用に当たって、甲が定める諸規程及び関係法令を遵守するとともに、事故時の対応を含む安全及び管理のために甲が行う指示に従うものとする。

２　乙は、他機関BLの設置運用に当たって、甲が行う研究センターの管理運営及び各装置の性能、あるいは他の利用者の利用に影響を及ぼしてはならない。

　（設置場所）

第２条　乙が設置する他機関BLの設置場所はBL○とし、BL○に係る蓄積リング室及び実験ホール内の所定の占用スペース及び他の共用スペースを利用することができる。ただし、共用スペースの利用に当たっては、研究センターの管理運営及び他の利用者の利用に支障がないよう配慮しなければならない。

　（契約期間）

第３条　本契約の有効期間は、次条に定める工事着手承認日から起算して５年間とする。ただし、乙が期間満了の１年前までに契約更新の申し出をし、甲が客観的評価に基づき適当と認めた場合には、契約を更新することができる。
　（設置工事）

第４条　乙は、他機関BLの設置工事に着手しようとするときは、工事着手承認願を提出し、甲の承認を得なければならない。

２　工事の実施に当たっては、研究センターの維持管理に支障のないよう甲の職員と緊密に連携して行うものとする。

３　乙は、工事期間中、四半期ごとに工事の進捗状況を甲へ報告しなければならない。

４　前項の規定のほか、甲は、工事期間中、必要に応じ、工事の進捗状況等の報告を求めることができる。

５　工事が竣工した際は、速やかに竣工届を提出し、甲の竣工検査を受けなければならない。

　（協力）
第５条　乙は、専用BLの整備運用に当たって、甲が行う次の業務に協力しなければならない。

　一　光源装置、各ビームライン等の性能維持向上及び安全確保に関する業務

　二　他ビームラインの設置及び利用調整に関する業務
　三　ビームラインの設置状況及び利用状況の把握に関する業務

　四　その他研究センターの管理運営及び安全確保に関し甲が必要と認める業務

２　甲及び乙は必要な事項を協議するために連絡会議を設置できるものとする。
　（管理責任）

第６条　他機関BLの整備運用に関する管理責任は、乙が負うものとする。ただし、蓄積リング室内に係る維持管理は、甲の職員の指示に従わなければならない。

　（費用負担）

第７条　他機関BLの設置に係る経費については、原則として乙の負担とする。

　（賠償責任）

第８条　乙が故意又は重大な過失により研究センターの施設及び設備に損害を与えたときは、損害の全部又は一部を賠償するものとする。

　（ビームタイムの供出）

第９条　甲は、乙に対し、必要に応じ他機関BLのビームタイムの一定割合を甲へ供出するよう求めることができる。

２　前項の場合の供出割合その他必要な事項は、甲乙協議の上別に定める。

　（改造及び撤去）

第１０条　乙は、他機関BLを改造又は撤去しようとする場合、あらかじめ甲の承認を得なければならない。

　（勧告）

第１１条　甲は、研究センターの管理運営上特段の支障があると認める場合は、第３条の契約期間であっても、他機関BLの改造又は撤去に関する勧告を行うことができる。

２　乙は、前項の勧告を受けた場合、速やかに甲と協議しなければならない。

　（利用契約）

第１２条　他機関BLの利用に係る事項については、別途、利用開始前までに利用契約を締結する。

　（利用料金）

第１３条　乙は、甲の請求に従い、管理規程に定める利用料金を支払わなければならない。

　（協議）

第１４条　この契約に定める事項について疑義が生じた場合又は定めのない事項については、甲乙協議の上定めるものとする。

　この契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有するものとする。

　　　　　年　月　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　甲

　　　　　　　　　　　　　　　　　　乙

（別紙様式３）

工事着手承認願
　年　月　日　

　九州シンクロトロン光研究センター所長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　属

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職・氏名　（自署又は記名押印）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（連絡先）

　下記のとおり他機関ビームライン設置工事に着手したいので、ご承認くださるようお願いします。

記

１　工事着手予定年月日

２　工事施行業者住所、名称

３　工事施行管理責任者所属、氏名

（添付書類）

· 工事施行計画表

· 非常時連絡先一覧

· その他必要と認める書類

（別紙様式４）

竣工届

　年　月　日　

　九州シンクロトロン光研究センター所長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　属

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職・氏名　（自署又は記名押印）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（連絡先）

　下記のとおり他機関ビームライン設置工事が竣工したのでお届けします。

記

１　竣工年月日
２　利用開始希望期日
（別紙様式５）

他機関ビームライン利用契約書

　公益財団法人佐賀県地域産業支援センター（以下「甲」という。）と○○（以下「乙」という。）は、　年　月　日付けで締結した他機関ビームライン設置契約（以下「設置契約」という。）に基づく乙の他機関ビームライン（以下「他機関BL」という。）の維持管理及び利用（以下「利用等」という。）に関し、次のとおり契約する。
　（基本方針）

第１条　乙は、他機関BLの利用等に当たって、甲が定める諸規程及び関係法令を遵守するとともに、事故時の対応を含む安全及び管理のために甲が行う指示に従うものとする。

２　乙は、他機関BLの利用等に当たって、甲が行う九州シンクロトロン光研究センター（以下「研究センター」という。）の管理運営及び各装置の性能、あるいは他の利用者の利用に影響を及ぼしてはならない。

　（契約期間）

第２条　本契約の有効期間は、契約締結の日から設置契約の契約期間満了の日までとする。

　（利用責任者）

第3条　乙は、他機関BLの利用等に関する責任者（以下「利用責任者」という）を利用開始前までに選任し、甲へ通知しなければならない。
２　利用責任者は、原則として研究センターに常駐し、研究センターの職員と連携して、他機関BLの安全確保及び適正な利用等に努めるものとする。

３　乙は、利用責任者に異動が生じた場合、速やかに甲へ通知しなければならない。

　（利用計画書）

第４条　乙は、他機関BLの利用に当たって、次の各号に定める利用計画書を利用開始日の２週間前までに、それぞれ甲へ提出しなければならない。

　一　利用計画書（期別）
　　　甲が定める運転計画に従い、期別に、利用目的、研究概要、利用スケジュール等を記した計画書

　二　利用計画書（課題別）
　　　前号の利用計画書（期別）に従って計画される課題別の利用計画書

２　甲は、前項の利用計画書に関し安全審査を行い、必要と認めたときは、その変更を求めることができる。

　（利用報告書）

第５条　乙は、前条第１項の利用計画書に基づき利用したときは、次の各号に定める利用報告書を提出しなければならない。
　一　利用報告書（期別）

　　　前条第１項第一号の期終了後６０日以内に、当該期の利用実績を記した利用報告書（期別）を提出しなければならない。

　二　利用報告書（課題別）

　　　前条第１項第二号の各課題実施後６０日以内に、課題名、実施期間、実験責任者及び実験参加者、目的と概要、実験結果等を記した利用報告書（課題別）を提出しなければならない。
２　第１項第一号の利用報告書（期別）は、甲が特に認めた場合、年度を取りまとめた報告書とすることができる。

３　佐賀県立九州シンクロトロン光研究センター管理規程（以下「管理規程」という。）に定める一般利用に供する他機関BLにあっては、第１項第二号の規定を適用しない。
　（秘密保持）

第６条　甲及び乙は、本契約に関し口頭もしくは書面により提示された相手方の秘密情報について相手方の承諾がない限り第三者に公開しない。なお本契約において秘密情報とは、相手方から口頭もしくは書面により提示された情報のうち、次に掲げるものをいう。

一　利用計画書及び利用報告書に記載された情報。

二　利用手続きに必要な提出書類に記載された情報。

三　前２号に掲げるもののほか、口頭もしくは書面によって提示された際に、秘密である旨を告知された情報。

２　前項の規定にかかわらず、次に掲げるものは、秘密情報に含まれないものとする。

一　既に公知のもの並びに甲及び乙の責に帰せられない事由により公知となったもの。

二　提示された時点において、既に甲及び乙が保有していたもの。

三　甲及び乙が正当な権限を有する第三者から取得したもの。

四　法令又は官公庁の命令に従って開示を義務付けられたもの（ただしこの場合、事前に相手方に通知するものとする。

　（知的財産等の取扱い）

第７条　他機関BLの利用に伴い発生した特許等の知的財産権については、原則として乙に帰属する。ただし、あらかじめ甲乙協議の上別の定めをした場合にはこの限りでない。

　（協議）

第８条　この契約に定める事項について疑義が生じた場合又は定めのない事項については、甲乙協議の上定めるものとする。

　この契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有するものとする。

　　　　年　月　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　甲

　　　　　　　　　　　　　　　　　　乙

（別紙様式６）
年度 第　期 

他機関ビームライン利用計画書（期別）

　　年　月　日

	１．BLの名称及び番号（注：BLは複数可）



	２．利用責任者

（氏　　　名）　　　　　　　　　　　

（所属、職名）

（住　　　所）〒

（連　絡　先）TEL　　　　　　　　　　　　　　　FAX　　　　　　　　　　　　

E-mail


	３．利用目的（注：各100～150字程度）



	４．今期のねらい（注：各100～150字程度）



	５．利用スケジュール
（注：実験手法１）毎に利用分野２）の番号を記入した利用枠を配置して下さい。調整の枠内は灰色。）
BL〇
実験手法

〇月

〇月

〇月

〇月

利用

XAFS(H)


XRD


・・・・

調整





１）実験手法例：XAFS(H)、XAFS(S)、XRD、SAXS、XRF、トポ、XPS、XMCD、その他

２）利用分野例：

①素材・原料、　　②電子デバイス、　③エネルギー、　　④環境・資源、　　⑤ディスプレイ、

⑥ストレージ、　　⑦製造プロセス、　⑧微細加工、　　　⑨バイオメディカル・健康、

⑩農林水産・食品、⑪その他（考古学）、⑫その他（天文学））

（別紙様式７）
年度 第　期

他機関ビームライン利用計画書（課題別）

　　年　月　日

BLの名称及び番号（BLは複数可）

利用責任者

（氏　　　名）　　　　　　　　　　　

（所属、職名）

（住　　　所）〒

（連　絡　先）TEL　　　　　　　　　　　　　　　FAX　　　　　　　　　　　　


　　　E-mail

	１．実験課題名

（日本語名）

（英語名）




	２．実験責任者（実験当日に来所し、実験の中心となる方）

（氏　　　名）　　　　　　　　　　　（ローマ字名）

（所属、職名）

（住　　　所）〒

（連　絡　先）TEL　　　　　　　　　　　　　　　FAX

E-mail


	３．実験参加者（実験責任者を含め全員記入してください。）
氏　　　名

所　　　　属

職　　　名




	４．利用日時




	５．実験の概要

（目的）

（注：150～200字程度）
（利用分野）

（注：利用計画書（期別）の利用スケジュールに示す利用分野例を参照して下さい）

（実験手法）

（注：利用計画書（期別）の利用スケジュールに示す実験手法例を参照してください）

（測定方法）

（注：Ｘ線エネルギー範囲、測定元素（吸収端測定の場合）、検出器、試料回り（雰囲気ガス、温度、圧力、

　外場等の印加に関する事項）、その他）




６．持込試料等（測定試料、化学薬品、ガス）

・全ての持込試料等について、全ての事項を記入してください。原則持ち帰り。

　　　但し、持込試料等を持ち帰らない場合は別途「化学薬品持込届出書」等の事前申請が必要です。

　　・申請者の所属機関の安全基準を満たしていることが必要です。
　　・他の実験者および当センター職員の安全確保のため、または法令に準拠して当センターの

　　　判断で持込を制限することがあります。ご承知おきください。
　　・国際規制物質（核燃料等）および放射性物質を扱う実験、動物実験（生きた哺乳類、鳥類、爬虫類）、組換えＤＮＡ実験等は現在実施できません。
・生物試料の持込みには事前の相談が必要です。
	**1

物質名(化学式)
	**2

形態(外観)
	**3

数・量
	　**4　**5

特性と対策
	**6

SDS
	**7

使用目的
	**8

事前申請

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


（注：以下の例に従って記入し、行数不足時は追加してください。）
**1：名称は、「物質名（化学式）」の形式で記入。物質名は試薬品名等（略号は用いないで下さい）。
化学式は元素記号で表記し、組成やドープ量の異なる試料は別々に記入して下さい。
（記入例）酸化チタン(TiO2)、鉄(Fe)/シリコン(Si)等。
但し、生物試料の場合、名称は以下の形式で記入して下さい。
①「由来する生物種名・部位名等」。由来する生物種名は、学名または標準和名。部位名等は、部位、組織、器官、物質名等。
（記入例）ウシ・骨、ミカン・葉、酵母S.cerevisiae・菌体、ミラクルフルーツ・Thaumatin、ウシ・胸腺DNA等。
②遺伝子組換産物等で由来する生物種と発現生物種が異なる場合、発現生物種名も記入して下さい。「由来する生物種名と産物名(発現生物種名)」
（記入例）ヒト・リゾチーム(大腸菌発現)等。
③試料中に試薬（固定化剤、緩衝剤および添加物等）が含まれる場合、それらの物質名(化学式)も併せて記入して下さい。
（記入例）リン酸ナトリウム緩衝液(Na2PO4）、塩化セシウム(CsCl)を含む等。
**2：形態は測定試料等の形状。外観は試料全体形状。
（記入例）薄膜(Siウエハ)、粉末(キャピラリ)、液体（密封ポリ袋）、植物体（シャーレ）等。
**3：数・量は、試料の個数・一試料あたりの重量等。サイズはタテ×ヨコ×厚さ等。
（記入例）5枚・0.1ｸﾞﾗﾑ、10×10×0.5（単位mm）。
**4：特性は、無害、爆発性、引火性、可燃性、自然発火性、禁水性、酸化性、急性毒性、腐食・刺激性、特定有害性、高圧ガス、生物試料等。なお、無害（有害）とは人に対する無害性（有害性）の意。SDS等で確認のうえ記入して下さい。
但し、生物試料で人および動植物への感染・伝染性や感作がある場合、その旨も記入して下さい。
**5：対策（無害以外）は、フィルムシートに密封、保護メガネ・手袋・マスク等着用、試料搬送導入機で真空中搬送、窒素充填バッグ中で装置へ導入等。
但し、生物試料で特性欄に「人および動植物への感染・伝染性や感作がある」旨の記入がある場合、滅菌・固定化または密封等、無害化の方法を記入して下さい。
（記入例）ホルマリンにて滅菌・固定、プラスチックに包埋等。
**6：無害以外はSDS等を必ず本申請書類に添付し、○印を記入して下さい。
**7：使用目的は、測定、器具洗浄等。
**8：事前申請済みの物質には○印を記入して下さい。

	７．持ち込む装置、器具等

（装置名、メーカー名/自作等）

（仕　様：電圧、電流、圧力、温度等）

（安全対策）


	８．必要とする当センターの装置、器具等（注：試料搬送導入機、ケミラボ等）



	９．宿泊申込
氏　　名**1
宿泊年月日**2
到着予定時間
泊数
到着：　年　月　日～出発：　年　月　日



**1：宿泊可能な方は実験責任者及び実験参加者のみです。
**2：宿泊可能な日は実験日とその前後日です。なお、宿泊を取り消す場合は7日前までに利用担当者まで連絡して下さい。
※個人情報の取り扱いについて：個人情報の適正な取り扱いの確保に関する規程（公益財団法人佐賀県地域産業支援センター個人情報保護規程）の趣旨に基づき、お預かりした個人情報は、本申込・届出に係る手続きにのみ使用し、他の目的には使用しません。
●チェックリスト
※利用計画書提出の前に、下記項目についてチェック(□をクリック)をお願いします。
	１　各項目の必要事項を記入されましたか？
	☐

	２　実験参加者は、実験責任者を含め２人以上になっていますか？ 
	☐

	３　本文中に記載された全ての試料について、持込試料欄に記入されましたか？ 
	☐

	４　持込試料について有害性の有無をSDS等で確認されましたか？
	☐

	５　有害な持込試料については、SDSを添付されていますか？
	☐

	６　持込試料は記入例に従った記載になっていますか？ 
	☐


（別紙様式８）
        年度 第　期 

他機関ビームライン利用報告書（期別）

　　年　月　日

	１．BLの名称及び番号（注：BLは複数可）



	２．利用責任者

（氏　　　名）　　　　　　　　　　　

（所属、職名）

（住　　　所）〒

（連　絡　先）TEL　　　　　　　　　　　　　　　FAX　　　　　　　　　　　　

E-mail


	３．利用実績

（全体）

〇月

〇月

〇月

〇月

合計

利　用

実験課題数

時間数(BL〇)

調　整

時間数(BL〇)

故　障

時間数(BL〇)

（利用分野別）（注：利用分野は利用計画書（期別）の利用スケジュールに示す利用分野例を参照して下さい。）
利用分野

素材・原料

電子デバイス

・・・

・・・

時間数

課題数

（実験手法別）（注：実験手法は利用計画書（期別）の利用スケジュールに示す実験手法例を参照して下さい。）
実験手法（BL〇）

XAFS(H)

XRD

・・・

・・・

時間数

課題数

実験手法（BL〇）

XAFS(S)

XPS

・・・

・・・

時間数

課題数

（注：課題数は、複数の実験装置に跨る場合はダブルカウント数を括弧書きして下さい。）



※1 研究成果（論文、寄稿、講演、受賞、プレス発表、特許等）の実績報告について
・年度毎にまとめて提出をお願いすることといたします（研究センターから別途問合せます）。
・その際、論文は別刷り、プレス発表は記事、特許は公開特許公報の写し等をお送りください。
・論文、寄稿、講演、プレス発表等に際しては、研究センターの利用結果であることを明記してください。
※2 プレス発表について

・発表前に必ず「プレス発表事前連絡票」（HPからダウンロード可）にて連絡をお願いします。
・プレス発表資料(案)も併せてお送りください。
・研究センターが共同発表機関に入っている場合及び、貴機関が独自にプレス発表される場合の何れにつきましても、「研究センターへのお問合せ先」が記入されたプレス発表資料を研究センターのホームページに掲載させていただきますのでご了承下さい。

（別紙様式9）
年度 第　期
他機関ビームライン利用報告書（課題別）
　　年　月　日
	BLの名称及び番号（BLは複数可）



	利用責任者
（氏　　　名）　　　　　　　　　　　
（所属、職名）
（住　　　所）〒
（連　絡　先）TEL　　　　　　　　　　　　　　　FAX　　　　　　　　　　　　

　　　E-mail



	１．実験課題名
（日本語名）
（英語名）



	２．実験責任者（実験当日に来所し、実験の中心となる方）
（氏　　　名）　　　　　　　　　　　（ローマ字名）
（所属、職名）
（住　　　所）〒
（連　絡　先）TEL　　　　　　　　　　　　　　　FAX
E-mail


	３．利用日時



	４．実験の概要
（目的）
（実験内容）
（実験結果と考察）
（今後の課題）



	５．参考文献



	６．論文発表・特許（注：本課題に関連するこれまでの代表的な成果）


（参考）

設置手続きのフロー
　　　　（申請者）　　　　　　　　　　　（研究センター）









⑫





①





⑪





⑤

















概略設計等


事前検討





設置計画書





外部有識者等


（必要に応じ）





計画承認





設計・入札等





利用申込


（管理規程による）





利用開始





利用契約締結





施設検査





原子力規制委員会





工事着手・竣工





設置契約締結





原子力規制委員会





障防法の変更許可








